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研究成果の概要（和文）：2016年度は、再生可能エネルギー（以下「再エネ」）の固定価格買取制度(FIT)に関
する改正を含む最近の国内動向を明らかにし研究ノートを発表した。2017年度は、アメリカ合衆国の再エネ法制
（特にRPSとFITの関係性を中心）に関する総論的考察を行い日本への示唆を見出すことを試み、論文発表と研究
会報告を行った。2018年度は、上記に関する学会発表に加え、各論的考察として、個々の再エネ（太陽光、風
力、水力、地熱、バイオマス）の普及促進に関する近時の法的課題に関する日米比較考察を行い、研究論文を発
表した。2019年度は、アメリカ合衆国のみならず、ドイツの再エネ法にも考察対象を拡大して研究を行った。

研究成果の概要（英文）：In 2016 academic year, I studied recent domestic development regarding the 
Feed-in Tariff (FIT) system including its amendment and published a research note. In 2017 academic 
year, I researched the general system of U.S. renewable-energy-related laws and pointed out certain 
implications for Japanese legal system from U.S. laws in my articles published and at a research 
conference. In 2018 academic year, in addition to a presentation at a academic society related to 
the above, I conducted comparative analysis concerning recent issues arising from promoting each of 
renewable energies such as solar, wind, hydro, geothermal and biomass and published my articles. In 
2019 academic year, I expanded the scope of my study for U.S. renewable-energy-related laws to 
German Renewable Energy Law for comparative analysis.   

研究分野：環境法学

キーワード： 再生可能エネルギー　アメリカ合衆国　カリフォルニア州など　RPS　FIT　太陽光・風力　水力・地熱
　バイオマス

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果の学術的・社会的意義は２つに集約される。第１に、日本は、再生可能ポートフォリオ基準(RPS)か
ら固定価格買取制度(FIT)に移行したのに対して、アメリカ合衆国内の複数の州においては、高い基準のRPSを定
めこれを達成するためにFITが導入されており、両者が排他的ではなく併存的な関係にある。このようなRPSと
FITの併存的関係が州レベルの高い再エネ比率に一定の役割を果たしていることを明らかにした点にある。
　第２に、再エネの普及促進は重要であるもののこれに起因して新たな法的紛争が発生したことを複数の事例を
もとに明らかにし、紛争予防のための手法を研究し一定の提言を行った点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災に伴う福島第一原発事故の後、わが国において再生可能エネルギーの普及促進
に向けた動きが加速している（再生可能エネルギーの主力電源化）。その背景には、災害時に発
生した環境汚染を契機として、電気事業者は被害者に対して無過失責任主義に基づく損害賠償
責任を負うと共に（原賠法３条）、国民に対してよりクリーンなエネルギーを提供するという２
つの責任を担うこととなったという背景事情があると考えられる。後者について、わが国におい
ては、電気事業者による新エネルギー等利用特別措置法（２００２年）の制定により再生可能ポ
ートフォリオ基準(Renewable Portfolio Standard)（以下「RPS」という）が採用されたが、後に電
気事業者による再生可能エネルギー電気調達特別措置法（２０１１年）の制定により固定価格買
取制度(Feed-in Tariff)（以下「FIT」という）にとって代わった（２０１２年７月施行）。他方でア
メリカ合衆国においては日本よりも先に、FITとは別に、１９７８年に公益事業規制政策法(Public 
Utility Regulatory Policy Act of 1978)に基づく電力買取制度が存在している。米国は、スリーマイ
ル島原子力発電所事故等の災害事故の経験を踏まえて、厳格な責任制度と共に、クリーンなエネ
ルギーを促進する制度を構築して来たのである。その意味では責任制度とエネルギー法制は相
互に連関している。しかしながら、各制度単体の先行研究は国内（大塚・環境法政策学会誌１６
号１４３頁等）・国外(Gerrard, The Law of Clean Energy, 2011等)に見られても、アメリカ合衆国の
経験・法制度に示唆を受けて、環境汚染によるエネルギー法制への影響および責任制度との相互
関係性に着目した比較研究はみられなかった。 
 本研究者は、福島第一原発事故の際に漏出した放射性物質による環境汚染に関する論稿を発
表した後に、①災害時の環境汚染に対する適切な責任制度の構築および②原子力発電のみに依
存しない再生可能エネルギーの利用促進に向けて研究範囲を発展させて行く必要性を認識し、
研究を遂行して来た。当初は、①平成２５年度科研費若手研究Ｂの助成を受けて環境汚染に対す
る責任制度における免責規定の適用要件に焦点を当てた研究を行った。それと同時に、②近時規
制緩和が進んでいる地熱エネルギーの利用促進に関する法的課題に対象を絞った研究を行い、
これを再生可能エネルギー全般に拡げた研究を行った。このような経緯の中で災害時の環境汚
染を契機として厳格な責任制度と同時にクリーンなエネルギー制度が要求されるという両制度
の相互影響・関係性に着目し、これが法解釈論及び法政策論に発展するのではないかという着想
を得るに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究者は、福島第一原発事故により発生した環境汚染に対する責任制度およびその後の再
生可能エネルギー法制の最近の動向をこれまでに明らかにした。これは災害時の環境汚染が損
害賠償責任のみならずエネルギーに係わる問題を提起したことに着目したものである。他方で
アメリカ合衆国においては日本に先行して連邦法・州法の下で再生可能エネルギーの導入が進
んでいる。そこで、本研究は、アメリカ合衆国の再生可能エネルギー法制を比較考察の対象とす
ることにより、わが国における低（脱）炭素社会の実現のための最適なエネルギー法制の構築に
資することを目的とするものである。本研究の学術的特色は、学界における研究の蓄積が少ない
災害時の環境汚染を契機としたクリーンエネルギー法制の構築について、米国の経験・法制度に
示唆を受けながら比較研究することにある。 
本研究は、わが国における災害に強い最適なクリーンエネルギー法制の構築に向けて法解釈
論および法政策論の両面から一定の提言を行うことを目的とするものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法の基本構造は以下の通りである。 
（１）災害に伴う環境汚染事故の前後における再生可能エネルギー法制の変容（日米比較研究） 
（２）各再生可能エネルギーの利用促進に当たり直面する各法的課題の抽出と当該各課題を克
服する法的手法の検討 

（３）クリーンエネルギー法制の構築に向けた検討（特に RPS から FIT に移行したわが国が再
度 RPS に戻るとした場合の法的課題、RPS と FIT の併存の可否、FIT 法の各条項（同法
施行規則も含む）の解釈論） 

 上記基本構造の下、以下の行程を文献調査、現地実態調査、聴取調査の方法によって遂行した。 
 本研究の目的を達成するための行程として、2016 年度は改正 FIT 法の考察および日米におけ
る再生可能エネルギー法制がどのように変遷して来たかを解明して両国間の比較考察を行った
（後者の比較考察の研究成果は 2017年度に発表した）。 

2017年度は上記比較考察を継続するとともに（2017年 9月にコロンビア大学ロースクールの
マイケル・ジェラルド教授に対する聴取調査と再生可能エネルギー法制に関する意見交換を行
い、有益な知見を得た）、各再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）の
利用促進に当たって直面する法的課題をそれぞれ抽出してこれを克服する法的手法の検討を行
った。また、RPSと FITの異同（日米における位置づけの相違も含む）・各法的課題（制度の併
存の可否も含む）の検討を行った。 

2018 年度は、アメリカ法からの示唆を受けて、わが国において構築すべきクリーンエネルギ
ー法制の具体的内容に関する提言を行うための最終検討を行い、2017年度から 2018年度にかけ
て本研究課題に関する複数の論文発表と学会等報告を行った。2019 年 1 月には、福島県福島市



土湯温泉の中小規模地熱発電所を訪問し、現地実態調査および聴取調査を行った。これにより小
規模再生可能エネルギー発電事業者の保護の必要性を実感した。 
本研究の行程は概ね順調に推移し、必要十分な研究成果の発表（研究論文および学会発表）を
行ったが、研究遂行中に日米両国における再生可能エネルギーをめぐる環境紛争について複数
の裁判例が散見された。そこで、研究期間を１年延長し、2019 年度にかかる紛争事例の調査・
分析を行った。さらに本研究期間中に、再生可能エネルギーの普及が進んでいる世界のトップク
ラスの一国であるドイツの法制についても比較考察を拡げる必要性を認識し、2019 年 2 月にド
イツ・ベルリン自由大学図書館を訪問しドイツの再生可能エネルギー法(EEG)に関する逐条解説
に接し、2019 年 10 月に同法に関する近時の動向と今後の展開を明らかにする短報を発表した。 
 
４．研究成果 
研究成果は、（１）総論的考察結果（制度の変遷過程や全体像等）と（２）各論的考察結果（太
陽光・風力などの各再生可能エネルギーに固有の特徴や法的課題）に分けられ、研究期間の前半
は（１）を中心に、後半は（２）を中心に研究成果を発表した。 
まず 2016年度は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度(FIT)に関する最近の国内動向（改
正 FIT法の内容を中心とする）を明らかにし研究ノートを発表した。この研究ノートでは、FIT
法の制定・改正の経緯を明らかにするとともに、改正 FIT法の概説（①新認定制度、②買取価格
の決定方法の見直し、③買取義務者の見直し、④賦課金減免制度の見直し）と評価を行った。例
えば、①新認定制度については、太陽光発電の未稼働案件に対する対応について「買取価格が高
い時期に早く認定を取得しながら設備を稼働せずに発電費用の低下を待って差益を得ようとす
る案件に対して適切な対応が」とられた旨を評価するとともに、関連する条文（法施行規則５条
１項など）の解釈を行った。また、②買取価格の決定方法の見直しについて、大規模な事業用太
陽光発電に導入された入札制度の適用対象を拡大していくに当たって勘案すべき基本的視点（効
率的に再生可能エネルギーの導入を進めることによって国民に対する負担を抑制すること）を
指摘するなどした。これと同時に同年度中にアメリカ合衆国の再生可能エネルギー法制の変遷
や制度内容を解明して日本との比較考察も行った（研究成果は 2017 年度に発表した）。なお、
2016 年度は、上記研究開始当初の背景に記述した災害時の環境汚染に対する厳格な責任制度に
関してアメリカ合衆国で発生したメキシコ湾原油流出事故を素材とした学会発表を行い、責任
制度とエネルギー法制の相互連関を意識した。 
次に 2017年度は、アメリカ合衆国の再生可能エネルギー法制（特に RPSと FITの関係性を中
心）に関する総論的考察を行い日本への示唆を見出すことを試み、論文発表と研究会報告を行っ
た。すなわち、まず連邦法（連邦電力法（１９２０年）、公益事業規制政策法（１９７８年）、エ
ネルギー政策法（２００５年））およびその下での再生可能エネルギー支援制度を検討した後（連
邦レベルでは RPSも FITも採用されていない）、FITを独自に採用する７州（ハワイ州、メイン
州、オレゴン州、ロードアイランド州、バーモント州、ワシントン州、カリフォルニア州）の制
度を考察した。その結果、RPSから FITに移行した日本と異なり、カリフォルニア州などアメリ
カ合衆国内の複数の州法の下では RPS と FIT が併存的・相互補完的関係にあるものの連邦法と
の抵触の課題があることなどを明らかにした。そして、その際、Lincoln L. Davies教授の統合的
RPS-FITの主張を紹介しつつ、日本における今後の再生可能エネルギー法制について、RPSを再
導入したうえで FIT ないしは市場プレミアム制度(Feed-in Premium)を RPS の基準を達成するた
めの補完手段として位置付け両者の統合化ないしは協働化を図ることも検討されてよい旨の主
張を行った。かかる総論的考察を行った後に、各論的考察に移行し、2017 年度はアメリカ合衆
国における太陽光および風力の普及促進に関する近時の動向と法的課題を明らかにし、日本へ
の示唆を見出す試みを行い、論文を発表した。太陽光について、法的課題として、①環境影響評
価、②連邦エネルギー規制委員会、③立地上の問題（建築規制とゾーニング規制）などを指摘し、
風力について、送電や生態系に対する影響などの一般的な課題や連邦法や地方公共団体におけ
る条例の下での規制などを指摘し、日本への示唆として環境影響評価の迅速化などを含む一定
の規制緩和の必要があると同時に環境紛争の発生を回避する見地からは、必要十分な評価の内
容を確保するという視点も同時に必要となる旨を主張した。 
さらに 2018年度は、上記総論的考察に関する学会発表に加え、2017年度から開始した各論的
考察（太陽光、風力）の続きとして、個々の再エネ（水力、地熱、バイオマス）の普及促進に関
する近時の動向と法的課題に関する日米比較考察を行い、論文を発表した。すなわち、ベースロ
ード電源という点において共通している水力および地熱について、アメリカ合衆国における近
時の動向と法規制の概要を明らかにするとともに、課題として、①大規模水力発電と小規模水力
発電、②許可に係る手続、③再許可、④絶滅危惧種に対する影響、⑤将来性（以上は水力につい
て）、①環境汚染の懸念、②歴史的文化資源との関係、③手続面（以上は地熱について）に分け
て検討を行った。また、日本についても同様に近時の動向と法規制の概要を明らかにするととも
に、日本に固有の課題として、①水利権、②事業化までの期間（以上は水力について）、①国立・
国定公園における自然公園法の下での規制、②温泉権に対する考慮（以上は地熱について）など
に分けて検討を行った。アメリカ合衆国からの示唆として、例えば、絶滅危惧種の保護に関連し
てダムの建設が差し止められた事案も存在することから、日本において水力発電事業を推進す
るに当たっても、人間の水利権との調整のみならず、希少種保存法の下での絶滅危惧種の保護に
ついても十分な考慮を要すること、日米に共通して、十分な環境影響評価を行い、協議会等を通



じて情報公開を行い、地域の住民との十分な協議を行うことなどが円滑な再生可能エネルギー
事業を促進することに繋がることなどを指摘した。なお、アメリカ合衆国においては、オバマ政
権からトランプ政権に交代後、エネルギー省内のクリーンエネルギーの研究組織であるエネル
ギー効率・再生可能エネルギー局に係る予算が大幅に削減されたが、連邦政府の採用する政策如
何にかかわらず、州政府およびその他の地方公共団体ならびに民間事業者の尽力によって、水力
を含む再生可能エネルギー事業を推進することは十分に可能であると考えられる旨も指摘した。
最後にバイオマス・バイオ燃料についても、アメリカ合衆国における近時の動向と法的課題（①
バイオマス発電は再生可能エネルギーに該当するかどうか、②環境汚染の防止に係る規制、③州
際通商との関係）を明らかにするとともに、日本との比較考察を行った。他の再生可能エネルギ
ーと異なり、バイオマス資源は多様であるため、低（脱）炭素社会の見地からより効果的である
と認められるものを価格の点で優先する必要がある（重要なのはいかに持続可能性が高いかと
いうこと）ことなどを指摘した。最後にむすびに代えて、大きく４点を指摘した（例えば、再生
可能エネルギーの普及促進に関連して発生する環境（低炭素社会）と環境（人間の生活環境や自
然環境（自然共生社会））の対立的な問題について両者の共生のために最も重要なのは、上記環
境影響評価の手続において周辺の生活環境や自然環境への必要十分な配慮を行うことや周辺住
民等ステークホルダーの参加とその意向ができる限り事業に反映されることが重要であると考
えられる）。 
加えて 2019年度は、アメリカ合衆国のみならず、再生可能エネルギーの普及が進んでいる世
界トップクラスの一国であるドイツの再生可能エネルギー法(EEG)にも着目する必要性を認識
し、考察対象を拡大して研究を行い、同法に関する近時の動向と今後の展開を明らかにする短報
を研究成果として発表した。また、2020 年 2 月に開催された日本カナダ学生フォーラムにおい
てこれまでの研究を総括する講演を行った。さらに、2019 年度中に日米における再生可能エネ
ルギーに関する環境紛争事例の調査・分析も行ったが、研究成果の公表については、2020 年度
から 2021年度の間に、研究書を発行することを計画しており、当該研究書の中で取り上げる予
定である。 
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